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資料１



プログラムの枠組み

制度概要

制度実施期間 2012年度～2021年度

事業種別 助成事業（技術開発費＝ NEDO助成費（税抜） + 実施者負担）

対象技術
「重要技術」を中心とする、「省エネ法」に定められたエネルギー
（燃料、熱、電気）の国内消費量を削減する技術開発

対象事業者
日本国内に研究開発拠点を有している企業、大学等の法人
※大学等の単独提案は不可

省エネルギー
効果量

2030年時点において、日本国内で10万kL/年以上（原油換算）
※基本スキームでは「費用対効果」が適用（スライド6頁参照）

「戦略省エネ」とは
現行の「省エネルギー技術戦略」で掲げる「重要技術」を中心に、
2030年に高い省エネルギー効果が見込まれる技術開発を支援することで、
省エネルギー型経済社会の構築・産業競争力の強化をめざすプログラムです。
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重要技術とは
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産業 家庭・業務 運輸

エネルギー転換・供給

・製造プロセス省エネ化技術
・省エネ化システム･加工技術
・省エネプロダクト加速化技術

・ＺＥＢ・ＺＥＨ
・省エネ型情報機器・システム
・快適・省エネヒューマンファクター

・次世代自動車等
・ＩＴＳ等
・スマート物流システム

・高効率火力発電・次世代送配電技術
・コージェネ・熱利用システム

エ

ネ

ル

ギ

ー

供

給

か

ら

需

要

ま

で

・革新的なエネルギーマネジメント技術
・パワーエレクトロニクス
・次世代型ヒートポンプシステム

部門横断

省エネルギー技術戦略2016に掲げる重要技術

重要技術
NEDOと経済産業省が定める「省エネルギー技術戦略」において描かれた
2030年の日本の将来像実現のため、特に開発を推進すべき省エネルギー技術



公募スキーム
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テーマ設定型
事業者連携スキーム

助成率：2/3

採
択
審
査

事
業
化

※ 大企業個社案件のみ

実証開発
フェーズ

助成率：1/2又は1/3※

実用化開発
フェーズ

助成率：2/3又は1/2※

ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト

審
査

インキュベーション
研究開発
フェーズ

助成率：2/3

採
択
審
査

ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト

審
査

3年以内

3年以内

採
択

審
査

採
択

審
査

テーマ設定型事業者連携スキーム

基本スキーム

2年以内

5年以内

※今回は基本スキームのみ公募



公募スキーム
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基本スキーム
テーマ設定型

事業者連携スキームインキュベーション
研究開発

実用化開発 実証開発

概要

技術シーズを活用し、
開発・導入シナリオの
策定等を行う。実用化
開発・実証開発の事前
研究。

保有している技術・ノウハ
ウ等をベースとした応用技
術開発。本開発終了後3年
以内に製品化を目指す。

実証データを取得するな
ど、事業化を阻害してい
る要因を克服し、本開発
終了後、速やかに製品化
を目指す。

複数の事業者が連携し、業界共通課
題等の解決に繋げる技術開発。本開
発終了後3年以内に製品化を目指す。
なお、対象テーマはあらかじめ設定
し公募する。

技術
開発費※１

2千万円／件･年
助成率：2/3

3億円／件･年
助成率：2/3又は1/2

10億円／件･年
助成率：1/2又は1/3

10億円／件･年
助成率：2/3

事業
期間

2年以内
当初交付期間※２ 2年

3年以内
当初交付期間※２ 2年

3年以内
当初交付期間※２ 2年

5年以内
当初交付期間※２ 3年

備考
実用化・実証との
組み合わせ必須

費用対効果の考え方を適用
大企業個社案件※のみ、低い方の助成率を適用

※大企業個社：提案者が大企業1社であり、連名提案者、委託
先又は共同研究先がいない状態

下記2点を満たすこと
・助成先に2社以上の企業参画
・成果の普及を促す組織・団体等の

参画

※１：消費税抜きの金額をNEDOが助成します。(消費税は事業者負担)
※２：基本スキームで３年事業、テーマ設定型事業者連携スキームで４年／５年事業を実施する場合、

当初交付期間終了時に外部有識者による中間評価を実施し、継続可否を判断します。

※今回は基本スキームのみ公募



省エネ効果量の算出について
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省エネルギー効果量の算出
省エネルギー効果量は、必ず下記2つの指標に基づいて計算してください。

指標Ａ：単位当たりの省エネルギー効果量
・当該技術開発による成果物1つ当たりのエネルギー削減量
（成果物：省エネ製品、材料、プロセス等）

指標Ｂ：2030年及び20XX年時点の市場導入(普及)量
・2030年及び20XX年時点の市場ストック量を算出
・成果物が導入されうる市場の占有率から算出

2030年及び20XX年時点の省エネルギー効果量 ＝ 指標Ａ × 指標Ｂ

2030年時点で10万kL／年以上（原油換算値、国内）が要件となります。

※製品化後、販売開始から3年の時点を20XX年として算出ください。
（本数値は参考値となり、直接審査とは関係しません）

※基本スキームにおいては、10万kLに満たない場合でも応募が可能です。
詳細は次スライドを参照ください。



費用対効果による技術開発費上限額
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2030年省エネルギー効果量（例）

2万kL／年
年間技術開発費の上限…1/5

5万kL／年
年間技術開発費の上限…1/2

10万kL／年

インキュベーション
研究開発

2千万円 2千万円 2千万円

実用化開発 0.6億円 1.5億円 3.0億円

実証開発 2.0億円 5.0億円 10億円

費用対効果
実用化開発・実証開発では、2030年時点の省エネルギー効果量が10万kL／年に
満たない場合、その効果量に比例して年間技術開発費上限額を設定します。
インキュベーション研究開発は効果量に関係なく2千万円です。



フェーズの組み合わせ
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応募タイプ
「インキュベーション」「実用化」「実証」の各フェーズを組み合わせて
応募することができます。タイプはAからFの6種類です。

※ インキュベーションは実用化・実証と組み合わせることが必須です。
※ 実用化開発・実証開発は、他のフェーズと組合せる場合のみ事業期間１年での申請が可能です。
※ 採択テーマの期間は交付決定日から２０２１年度末までとし、下記（＊）の条件を前提の上、

２０２２年度分の事業実施内容についても“参考”として提案を行うことは認めます。
＊採択テーマ終了は原則として２０２１年度末までとしますが、２０２２年度分以降の政府予算の

目処が立つ場合を条件として、引き続き事業継続を認める可能性があります。



実施体制例
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共同研究先

・○○○の開発

提案者A

・○○○の開発
・◇◇◇の評価

共同研究 委託

提案者B

・△△△の開発
・×××の評価

委託先

・◎◎◎の開発

例③連名提案

例②大企業個社

例④テーマ設定型事業者連携スキーム

共同研究先

・○○の開発

提案者A

・○○の開発
・◇◇の評価

共同研究 委託

提案者B

・△△の開発

委託先

・◎◎の開発

組織・団体

・××の評価

例①単独提案

共同研究先

・○○○の開発

提案者A

・○○○の開発
・◇◇◇の評価

共同研究

提案者A（大企業）

・○○○の開発
・◇◇◇の評価

※大企業とは、下記に定める中小企業及び中堅企業以外の企業
のことです。

中小企業：資本金3億円以下 又は 従業員300人以下
（製造業、建設業、運輸業等の場合）

中堅企業：売上1,000億円未満 又は 従業員1,000人未満
（中小企業を除く）



共同研究費・委託費に関する注意事項
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①共同研究・委託費用の合計額は年間技術開発費の50％未満

複数の助成先がいる場合は、各々の年間技術開発費が基準となります。

②共同研究先が学術機関等の場合、費用はNEDOが100％負担

ただし、年間技術開発費の1／3または5千万円のいずれか低い額を上限とします。上限額を
超える分は助成率が乗じられます。



応募・採択状況
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H26年
第1回

H26年
第2回

H27年
第1回

H27年
第2回

H28年
第1回

H29年
第1回

H29年
テーマ
設定型

H30年
第1回
（うちテー
マ設定型）

応募テーマ数 63 51 48 31 68 61 6 47
(4)

採択テーマ数 25 25 25 13 9 29 2 26
(2)

採択倍率 2.5 2.0 1.9 2.4 7.6 2.1 3.0 1.8
(2.0)

公募開始時期 4月 8月 3月 7月 2月 1月 3月 2月

過去5年間の応募・採択状況



平成31年度第1回公募のポイント
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①今回公募は「基本スキーム」のみ募集いたします。

②従来は応募タイプA, B, Cのプレゼン審査は非実施でしたが、今回の公募からす
べての応募タイプで実施します（プレゼン審査を実施する場合は、NEDOから
日時等ご連絡します）。

③中小・ベンチャー企業が実施体制内にいる場合（委託・共同研究先、単独提案
含む）は審査時に加点をします。

④「特定技術開発課題」の提案は、今回から募集しません。

⑤2022年度以降の提案の継続については、2022年度以降の予算が成立する場合に
おいて事業を継続する場合があります。



公募情報
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NEDOトップページ「公募・調達」タブから、最新の公募情報（基本計画・

実施方針・公募要領）一覧をご確認いただけます。

NEDOトップページ上部の
「公募・調達」をクリック！
→「分野別情報一覧」
→「省エネルギー」

メール配信サービスにご登録いただきますと、
最新情報を随時メールにてお知らせいたします。

NEDOトップページ上部の
「公募・調達」をクリック！
→「分野別情報一覧」
→「省エネルギー」

①

②

③

④

http://www.nedo.go.jp/nedomail/index.html
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お問合せ、提案に向けた事前相談等、広く受け付けております。

より良いご提案になるようお手伝いもさせていただきますので、

お気軽に下記メールアドレスまでご連絡ください。

「戦略的省エネルギー技術革新プログラム」事務局

e-mail：shouene@nedo.go.jp
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＜参考資料＞
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重要技術
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重要技術
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重要技術
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重要技術
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重要技術
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平成30年度第1回公募（前回）採択テーマ一覧①

基
本
ス
キ―

ム

フェーズ 研究テーマ 採択先

イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン

研
究
開
発

圧電素子リレー駆動装置の開発 トランスブート株式会社

ＥＬディスプレイの革新を拓く、高温酸化耐久かつ変形自在ヒー
ターの開発

株式会社サンリック

微細気泡による舶用内燃機関燃費改善装置の開発
三井造船特機エンジニアリング株式
会社

省エネ型造水ＦＯ膜システムの開発 東洋紡株式会社

超音波霧化技術を利用した省エネ調湿システムの開発 シャープ株式会社

ｇｅｌ－ｆｒｅｅ二次成長ゼオライト膜による浸透気化膜の研究開
発

住友電気工業株式会社

高熱伝導高強度高靱性窒化アルミニウムの開発 古河電子株式会社

実
用
化
開
発

ナノソルダー実用化による製造プロセス省エネ化技術の開発 パナソニック株式会社

自動車搭載に向けた高速プラスチック光ファイバ次世代伝送システ
ムの開発

矢崎総業株式会社
株式会社ファイ・マイクロテック

ノズル噴孔内過流を用いた短噴霧長による燃焼室からの熱損失低減
と微粒化噴霧による熱効率改善技術の開発

株式会社ＡＣＲ

高効率スパークプラグに資するＩｒ－Ｒｕ合金線材の革新的製造技
術開発

株式会社Ｃ＆Ａ
へレウス株式会社

自動車搭載炭素繊維複合材料用高速硬化プリプレグの実用化開発 ＤＩＣ株式会社

プラズマ複合排ガス処理によるガラス溶解炉の省エネルギー化技術
の開発

日本山村硝子株式会社

低炭素コーティング材料の開発 旭化成株式会社
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平成30年度第1回公募（前回）採択テーマ一覧②

基
本
ス
キ―

ム

フェーズ 研究テーマ 採択先

実
用
化
開
発

レーザー走査による蛍光励起照射エリア可変型ヘッドランプ技
術の開発

スタンレー電気株式会社

ＮＡＮＯＭＥＴ薄帯粉砕による高飽和磁束密度、低損失軟磁性
材料粉末の開発

株式会社東北マグネットインスティ
テュート

革新的ガス吸着・再生フィルタを用いた多機能型空調システム
の開発

進和テック株式会社

革新省エネルギー熱可塑性ＣＦＲＰ成形品製造技術の開発 東レ株式会社

タイヤコード用ＣＮＴ複合溶剤法セルロース繊維の開発 オーミケンシ株式会社

シリフォト３２Ｇ光送受信器の開発 アイオーコア株式会社

透明断熱材搭載窓の開発
ティエムファクトリ株式会社
ＹＫＫ ＡＰ株式会社

アンペア級酸化ガリウムパワーデバイスの開発
株式会社ノベルクリスタルテクノロジー
不二越機械工業株式会社

実
証
開
発

低温廃熱利用を目的としたハスクレイ蓄熱材及び高密度蓄熱シ
ステムの開発

高砂熱学工業株式会社
石原産業株式会社
東京電力エナジーパートナー株式会社

ＧａＮパワーデバイスを用いた高効率サーバー用電源の開発 シャープ株式会社

テ
ー
マ
設
定
型

事
業
者
連
携

ス
キ
ー
ム

再構成可能なモジュール型単位操作の相互接続に基づいた医薬
品製造用ｉＦａｃｔｏｒｙ™の開発

株式会社高砂ケミカル
テックプロジェクトサービス株式会社
横河ソリューションサービス株式会社
田辺三菱製薬株式会社
コニカミノルタケミカル株式会社

省エネルギー戦略に寄与する“ヘテロナノ”超高強度銅合金材の
開発

一般社団法人日本伸銅協会
サンエツ金属株式会社
株式会社キッツメタルワークス
日本ガイシ株式会社


